様式第１号（第５条関係）
　　令和　　年　　月　　日
十和田市長　様
住所
氏名　　　　　　　　　

令和７年度十和田市移住支援金交付申請書

令和７年度十和田市移住支援金交付要綱第５条第１項の規定に基づき、移住支援金の交付を受けたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。

	交付申請額
	金　　　　　　　　　円

	転入の状況
	（転入前の住所）

	
	（本市への転入年月日）　　　　年　　月　　日

	事業の内容
	⑴ □ 単身　　　　　　　□ 世帯（世帯の人数　　人（申請者を除く。））
⑵ □ 就業（マッチングサイト掲載求人）
 　□ 就業（プロフェッショナル人材事業又は先導的人材マッチング事業）
　 □ 就業（テレワーク）
　 □ 関係人口
   □ 起業
⑶ □ 東京23区在住者　  □ 東京23区在勤者
⑷ 東京23区在勤履歴（東京23区在勤者のみ記載）
	期間
	就業先
	勤務地

	
	
	

	
	
	


※本市への転入前に東京23区以外での在勤歴があれば併せて記載

	就業（起業）所名
	

	就業（起業）所在地
	

	管理コード（青森県及び十和田市使用欄）
	




様式第１号－別紙　添付書類
	

	①本人であることを確認するために必要な書類
	

	②移住前の在住期間及び在住地が分かる世帯全員分の住民票の写し
	

	③移住支援金の支給申請をした時点における世帯全員分の住民票の写し
	

	④就業証明書（様式第２号。マッチングサイトに掲載している求人への就業の場合に限る。）
	

	⑤就業証明書（様式第３号。プロフェッショナル人材事業又は先導的人材マッチング事業による就業の場合に限る。）
	

	⑥就業証明書（様式第４号。テレワークによる就業の場合に限る。）
	

	⑦就業証明書（様式第５号。関係人口に該当する場合に限る。）
	

	⑧関係人口証明書類（関係人口に該当する場合に限る。）
	

	⑨起業支援金交付決定通知の写し（起業支援金の交付決定を受けている場合に限る。）
	

	⑩誓約書（様式第６号）
	

	⑪同意書（様式第７号）
	

	⑫債権者登録申請書（登録済みの場合を除く。）
	

	⑬退職した企業での就業証明書、退職証明書、離職票等転入前での在勤地及び就業期間を確認できる書類（東京23区に在勤していた場合に限る。）
	

	⑭本事業の実施に係るアンケート
	



様式第２号（第５条関係）

就業証明書（マッチングサイト掲載求人）

	就業者氏名
	

	就業者住所
	十和田市

	就業所所在地
	

	就業年月日
	　　　　年　　月　　日

	応募受付年月日
	　　　　年　　月　　日

	雇用形態
	週20時間以上の雇用期間の定めのない労働契約であり、及び転勤、出向、出張、研修等による勤務地の変更ではなく、新規の雇用である。

	十和田市長　様

上記のとおり相違ないことを証明します。
なお、あおもり移住支援事業に関する事務のため、就業者の勤務状況等の情報を青森県及び市の求めに応じて、青森県及び市に提供することについて、就業者の同意を得ています。

　　　　　令和　　年　　月　　日

事業所名：
代表者名：　　　　　　　　　　　印
事業所所在地：
電話番号：





様式第３号（第５条関係）

就業証明書
（プロフェッショナル人材事業又は先導的人材マッチング事業）

	就業者氏名
	

	就業者住所
	十和田市

	就業所所在地
	

	就業年月日
	　　　　年　　月　　日

	応募受付年月日
	　　　　年　　月　　日

	雇用形態
	週20時間以上の雇用期間の定めのない労働契約であり、及び転勤、出向、出張、研修等による勤務地の変更ではなく、新規の雇用である。また、目的を達成した後に解散することを前提とした事業への参加等、離職することが前提でない。

	十和田市長　様

上記のとおり相違ないことを証明します。
なお、あおもり移住支援事業に関する事務のため、就業者の勤務状況等の情報を青森県及び市の求めに応じて、青森県及び市に提供することについて、就業者の同意を得ています。

　　　　　令和　　年　　月　　日

事業所名：
代表者名：　　　　　　　　　　　印
事業所所在地：
電話番号：





様式第４号（第５条関係）

就業証明書（テレワーク）

	就業者氏名
	

	就業者住所
（移住前）
	

	就業者住所
（移住後）
	十和田市

	就業先部署所在地
	

	移住の意思
	転勤、出向、出張、研修等の事業所からの命令ではなく、就業者本人の意思により移住し、移住先を生活の本拠とし、業務を引き続き行うものである。

	雇用形態
	１週間の所定労働時間が20時間以上である。

	テレワーク
交付金
	デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ（地方創生テレワーク型））又はその前歴事業を活用した取組において、就業者へ資金提供をしていない。

	十和田市長　様

上記のとおり相違ないことを証明します。
なお、あおもり移住支援事業に関する事務のため、就業者の勤務状況等の情報を青森県及び市の求めに応じて、青森県及び市に提供することについて、就業者の同意を得ています。

　　　　　令和　　年　　月　　日

事業所名：
代表者名：　　　　　　　　　　　印
事業所所在地：
電話番号：





様式第５号（第５条関係）

就業証明書（関係人口）

	就業者氏名
	

	就業者住所
	十和田市

	就業所所在地
	

	就業年月日
	　　　　年　　月　　日

	雇用形態
	週20時間以上の雇用期間の定めのない労働契約であり、及び転勤、出向、出張、研修等による勤務地の変更ではなく、新規の雇用である。

	十和田市長　様

上記のとおり相違ないことを証明します。
なお、あおもり移住支援事業に関する事務のため、就業者の勤務状況等の情報を青森県及び市の求めに応じて、青森県及び市に提供することについて、就業者の同意を得ています。

　　　　　令和　　年　　月　　日

事業所名：
代表者名：　　　　　　　　　　　印
事業所所在地：
電話番号：






様式第６号（第５条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
誓　　約　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　十和田市長　様
記

　私は、令和７年度十和田市移住支援金の申請にあたり、下記の事項について誓約します。
　（□に✓を記入してください。）

　□　移住支援金の交付申請をした日から起算して５年以上、継続して十和田市に居住すること。
　□　移住者の属する世帯の世帯員のいずれもが、暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する者でないこと。
　□　日本人である、又は外国人であって、永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者又は特別永住者のいずれかの在留資格を有すること。
　□　市から移住就職奨励に関する奨励金の交付を受けていないこと。
　□　移住支援金の交付申請をした日から起算して５年以上、移住支援金の要件を満たす職に継続して就業又は起業すること。



なお、令和７年度十和田市移住支援金交付要綱第８条の規定に該当し、移住支援金の返還を命じられた場合には、移住支援金の全部又は一部を返還することに異議はありません。




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　


様式第７号（第５条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
同　　意　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


　十和田市長　様


　私は、令和７年度十和田市移住支援金の申請にあたり、下記の事項について同意します。

記

１．移住支援金の申請日から５年以内に、十和田市から転出した場合には、転出日及び転出後の在住地が分かる住民票を提出すること。
２． 移住支援金の申請日から１年以内に、移住支援金の要件を満たす職を辞した場合には、退職した企業での就業証明書、退職証明書、離職票等転入前での在勤地及び就業期間を確認できる書類を提出すること。
３．令和７年度十和田市移住支援金交付要綱第８条に該当しないことを証明するために、移住支援金の申請日から５年間、毎年度４月１日以降の居住状況が確認できる住民票を、同年度５月31日までに提出すること。（市が当該住民票の情報を利用することについて同意する場合は提出不要。）
４．青森県及び市が、あおもり移住支援事業の実施に際して得た個人情報について、事業の実施のための利用、他の都道府県において実施する移住支援事業の円滑な実施、国への実施状況の報告等のため、国、他の都道府県、他の市区町村に提供し、又は確認する場合があること。
５．あおもり移住支援事業に関する報告及び立入調査について、青森県及び市から求められた場合には応じること。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　

様式第８号（第６条関係）
十市政第　　　　　号
[bookmark: _GoBack]令和　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　様

十和田市長　　　　　印



令和７年度十和田市移住支援金交付決定通知書兼金額確定通知書


　　　　　令和　　年　　月　　日付けで交付申請のあった令和７年度十和田市移住支援金について、（次の条件を付けて）　　　円を交付する（移住支援金を交付しない）ことに決定し（、及び補助金額を確定し）たので、令和７年度十和田市移住支援金交付要綱第６条の規定により通知します。


（交付の条件）


（交付しない理由・減額した理由）











様式第９号（第７条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　十和田市長　様

住所　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　


令和７年度十和田市移住支援金交付請求書


　令和　　年　　月　　日付け十市政第　　　号で交付決定のあった令和６年度十和田市移住支援金について、令和７年度十和田市移住支援金交付要綱第７条の規定により下記のとおり請求します。


記


　１．移住支援金交付決定額　　　　金　　　　　　　　　　　円

２．請求額　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円










様式第10号（第８条関係）
十市政第　　　　　号
令和　　年　　月　　日








　様

十和田市長　　　　　印



令和７年度十和田市移住支援金返還命令書


　令和７年度十和田市移住支援金について、令和７年度十和田市移住支援金交付要綱第８条の規定により下記のとおり返還を命じます。


記


　１．返還額　　　　金　　　　　　　　　円

２．返還期限　　　　　　　　年　　月　　日

３．返還理由




様式第11号（第９条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　十和田市長　様

住所　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　


令和７年度十和田市移住支援金返還免除申請書


　　　　令和　　年　　月　　日付け十市政第　　　号で交付決定のあった令和７年度十和田市移住支援金について、返還の免除を受けたいので、令和７年度十和田市移住支援金交付要綱第８条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。


記

１．返還免除額　　　　　金　　　　　　　　　円

２．返還免除の理由

３．添付書類
・返還免除理由を証する書類


様式第12号（第９条関係）
十市政第　　　　　号
令和　　年　　月　　日







	
　　　　　　　　　　　様

十和田市長　　　　　印




令和７年度十和田市移住支援金返還免除承認（不承認）通知書


　　　　令和　　年　　月　　日付で免除申請のあった令和７年度十和田市移住支援金の返還の免除について、承認する（承認しない）ことに決定したので、令和７年度十和田市移住支援金交付要綱第９条第２項の規定により通知します。



（承認しない理由）






　十和田市長　　様

個人情報の利用に関する同意書


　私は、市長が令和７年度十和田市移住支援金交付要綱第６条に規定する補助金の交付の可否の決定をするため、及び第８条に規定する移住支援金の返還の要件に該当するか確認するために必要な、市が保有する私の下記の情報を利用することに同意します。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
							　生年月日　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　㊞
※　本人が署名する場合は押印不要。


記


・住民票謄本に関する情報
（補助金を申請した日から５年後の日まで）





